平成２7年度　学校事務（一般事務）説明会記録
1. 研修目標
「平成28年1月からのマイナンバー制度開始に向けての、制度内容の把握及び事前準備への取り組みの習得を目指して」
2. 期　　日
平成27年7月14日（火）13：30～16：00
3. 会　　場
静岡県私学会館
4. 参加者数
62名
5. 日　　程
13：00～
受付


13：30～14：30
「マイナンバー制度の概要及び事業者として制度開




始前の準備について」


14：40～15：40
「個人情報の管理について」
講演内容
「マイナンバー制度の概要及び事業者として制度開始前の準備について」

説明者　静岡県企画広報部情報統計局情報政策課　主幹　手島真二　様
マイナンバー制度とは
①社会保障・税番号制度は、１人ひとりに固有の番号を持たせて、複数の機関に存在する個人の情報を同一人の情報であることの確認をするための社会基盤（インフラ）。三年を目途に戸籍、奨学金、旅券、医療分野、自動車登録等に拡大していく計画。
②仕組み
　Ⅰ一人ひとりに重複のない固有の個人番号を付番
　Ⅱ本人確認の実施・・「成りすまし」の予防を行ない、個人番号と個人情報を結び
　　つける。
　Ⅲ行政機関等の間での個人情報の授受（情報連携）
　Ⅳ個人情報保護の強化
③メリット
　社会保障給付の申請・届出等の際の国民負担が軽減される。
　添付書類の削減・・各種申請・申告等に必要な行政機関が発行する添付書類（納税証


明書等）が削減され、各機関を訪問し、証明書等を入手する金


銭的、時間的コストが節約できる。
④効　　果
　・社会保障や税に係る各種行政事務の効率化が図られる。
　・真に手を差し伸べるべき者を見つけることが可能となる。
　・正確な所得把握に基づき、社会保障や税の給付と負担の公平が化が図られる。
　・ITを活用することにより添付書類が削減される等、国民の利便性が図られる。
　・行政機関から各個人に対し、当該個人に必要な情報を提供するなど、プッシュ型の
行政サービスを行うことが可能となる。
⑤導入スケジュール
平成27年10月～
マイナンバーの通知開始　※市町から通知
平成28年1月～　
制度の運用開始　個人番号カードの交付開始　※市町で交付



個人番号カード・・申請により、交付が受けられ、身分証明書


として使用できる。マイナンバーを提出する際の本人確認が、


この一枚で完結できる。



平成29年1月～
マイナポータルの運用開始
平成29年7月～
地方公共団体等の間での個人情報の授受開始
メリット
1 個人番号を証明する書類として
2 本人確認の際の公的な身分証明書として
3 付加サービスを搭載した多目的カード
4 各種行政手続のオンライン申請
5 各種民間のオンライン取引/口座開設
6 コンビニなどでの各種証明書を取得（住民票・印鑑証明書等）
マイナポータル・・自宅のパソコン等からの様々な情報を取得できる個人専用サイト


確認できる情報は・行政機関が自分の個人情報へアクセスした履歴




・年金など各種社会保険料の自らの支払状況




・自分が受けられる各種給付案内　等
制度対応のポイント
1 従業員（職員）等からのマイナンバーを収集・保管（提出してもらう）
周知（会議・朝礼・回覧などで）
　周知内容・・「周知カード」が封書でH27.10.5現在の住所へ郵送される。


「通知カード」は大切に保管すること　※家族分も全て保管
　

「通知カード」が届いたら、マイナンバーを提出


（10月～11月中旬　に届く予定）


「個人番号カード」の交付申請を行うよう奨めましょう


（初回交付は無償）
収集・保管・・職員からどのようにマイナンバーを収集するか？


H27.10.5以降、各家庭に届くので順次収集（準備行為）


※マイナンバーを取得する際には、「利用目的の明示」と


「本人確認」が必要


マイナンバー（書類・電子データ）をどのように保管するか？


職員以外の方から、どのようにマイナンバーを取得するか？


（外部講師を依頼するときには、マイナンバーを教えてもらう）
2 マイナンバーと個人情報の保護
特定個人情報に関する安全管理措置
1 マイナンバーを取り扱う事務の範囲を確認する→明確にする


（給与・社会保険等）
2 特定個人情報の範囲を確認→明確にする


（職員・扶養者等）
3 特定個人情報を取り扱う「事務取扱担当者」を選定する
4 マイナンバー・特定個人情報の「取扱規定」等を策定する
5 職員研修等を計画　※全職員向け研修が望ましい
3 税・社会保険・雇用保険等の法定様式にマイナンバーを記載
「個人情報の管理について」

講演者　株式会社　静岡銀行コンプライアンス部情報管理室


室長　石川慶一郎　様
　学校関係では　生徒・保護者の情報（氏名、住所、生年月日等）が多い。
　銀行では顧客の情報に氏名、住所、生年月日等と預金残高、借入金残高、企業の経営状況等重い情報を扱っており、取扱い情報のベースが違う。
1 標的型メールからの防衛方法
　社内LANの繋がっているパソコンと外部インターネットができるパソコンとは別にする。インターネットメールには大三者の許可が必要となっている。
2 記録メディア（USBメモリでの情報漏洩
　使用する前のチェック・・・USBポートがONになっていない
　USBメモリ側のセキュリティ・・・個人のUSBメモリーは不可




　　　USBにシリアル№をつけてある




　　　
3 ソーシャルメディアの利用マナー対策
マスコミ沙汰になってしまうので注意が必要
顧客の情報の書き込みの不可
（個人情報の管理体制）
1 情報資料の外部持ち出し・・許可制　顧客情報の自宅持ち帰り厳禁
相互牽制（通勤かばんの抜き打ちチェック）　
2 記憶メディアの管理・・責任者による使用管理　専用USBメモリ（個体認証・パスワード・自動暗号化機能）　書込みログ取得
3 パソコンの管理・・シンクライアント（セキュリティワイヤーロック）　タブレット端末　　指紋認証
4 インターネット接続・・社内LANとの分離　ウィルス対策ソフト　ネットワークログ取得・分析
5 チャック体制・・チャックリスト点検　情報管理担当者の設置　専用の報告システム
（個人情報保護に関するガイドライン）
1 各種安全管理措置（マイナンバー制度にも共通）

人的・安全管理措置・・従業員の監督・教育

組織的安全管理措置・・組織体制の整備　責任者の設置　基本方針　規


　　　程等の整備　等

技術的安全管理措置・・データベースへのアクセス権限管理　アクセス


　　　の記録・分析　外部からの不正アクセス防止　



　　　情報漏洩防止
　
物理的安全管理措置・・機器・電子媒体等の盗難防止　入退室等の管理　　


　　　管理区域の明確化
2 当局報告義務

顧客保護の観点から・・誤ってシュレッダーにかけてしまっても情報



　　　漏洩
（具体的な漏洩等事例）

紛失・誤廃棄・誤返却・誤送付・誤FAX・本人以外への通知・郵便客の
誤配達（個人情報があった場合は金融庁へ報告義務）
（情報漏洩の防止）

ペーパーレス化の推進・・ペーパーレス会議　電子協議・報告システム

廃棄ルールの徹底・・シュレッダーゴミの保管　廃棄の記録　文書の仕


　　分け作業

再発、未然防止策・・失敗事例の共有化　PDCA管理（Plan　Do　Check



　Action）　
マイナンバー制度の開始に伴い、従来以上に個人情報の管理厳格化が求められる。各種安全管理措置など体制面の整備は勿論、情報に携わる人たちが制度に関する理解を深め、情報管理意識を高めることが重要。この意識向上のためには、啓発活動を業務の一環として位置づけ継続的に実施する必要がある。

[記録　副部会長 静岡県西遠女子学園中学高等学校　長坂博文]
